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＜別紙２－１(共通評価・障害者・児福祉サービス版）＞※障害グループホームは別途規定 （別紙）

評価対象Ⅰ　福祉サービスの基本方針と組織

Ⅰ-１　理念・基本方針

第三者評価結果

【1】 Ⅰ－1－(１)－①　
a

Ⅰ-２　経営状況の把握

第三者評価結果

【2】 Ⅰ－２－(１)－①
a

【３】 Ⅰ－２－(１)－②
a

　経営課題を明確にし、具体的な取り組みを進めてい
る。

<コメント>

　事業計画に年度ごとの事業重点運営項目を明記し、その実現に向けて施設入所支援、地域移
行のための支援、地域での定着に向けた支援、及び入所調整等の分野ごとの対策を具体的に
明示しています。施設は二つの法人による共同事業体であり、両法人の理事長が出席する桜の
風共同事業体運営調整会議を年2回開催し、両法人の管理職等による三役会議を毎月開催し、
施設運営にかかわる情報共有を図っています。また、法人(育桜福祉会)内の理事会や管理職会
議で施設の運営状況を報告し法人内の情報共有を図り、施設内では月一回運営会議を開催し
施設運営の状況や課題対策に関する職員への周知を図っています。

　「地域に居住する障害を持つ人に、障害状況や年齢、疾病、経済環境に関係なく、誰でもが安
心して暮らせる地域生活を柱とした福祉サービスを展開します」など８項目の法人の基本方針を
ホームページに掲載しています。基本方針の実現に向けた施設の運営方針を事業計画に明示
し、障害者基本法の理念やノーマライゼーションの理念のもとに「地域生活支援型の入所施設」
の実現をコンセプトに地域移行を推進しています。年度初めに事業計画説明会で運営方針を職
員に周知し、また、施設長通信や広報誌で利用者・家族に説明しています。

Ⅰ-２-（１）　経営環境の変化等に適切に対応している。　

　事業経営をとりまく環境と経営状況が的確に把握・分
析されている。

<コメント>

　施設長は、川崎市第5次ノーマライゼーションプランの地域移行にかかわる事項を検討するプ
ロジェクトに参加し、事業経営に関する具体的な動向分析を基に施設運営の課題とニーズの把
握に努めています。また、社会福祉協議会主催の会議に参加して地域課題の現状の把握に努
め、定期的に川崎市障害施設事業協会が主催する定例全体会に出席し施設運営の円滑な推進
に向けて情報共有を図っています。利用者の障害支援区分の状況や利用率等の状況を常に点
検し、四半期ごとの指定管理者としての行政への報告を行っています。2019年度の平均利用率
は80.61%でした。

第三者評価結果

※すべての評価細目（45項目）について、判断基準
（ａ・ｂ・ｃの3段階）に基づいた評価結果を表示する。
※評価項目毎に第三者評価機関判定理由等のコメ
ントを記述する。

Ⅰ-１-（１）　理念、基本方針が確立・周知されている。

　理念、基本方針が明文化され周知が図られている。

<コメント>
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Ⅰ-３　事業計画の策定

第三者評価結果

【4】 Ⅰ－３－(１)－①
b

【5】 Ⅰ－３－(１)－②
a

【6】 Ⅰ－３－(２)－①
a

【7】 Ⅰ－３－(２)－②
a

<コメント>

　組織目標を踏まえた単年度の事業計画を作成しています。事業計画は、毎年事業内容を精査
し、発展させることを念頭に置いて計画を策定しています。2020年度の重点目標に入所調整、地
域移行に関する連絡調整機能の強化や職員一人ひとりの人材育成等を掲げ、中・長期計画の
目標達成に向けて具体的内容を示した項目になっています。職務分掌表を整備し、職員個々の
役割りとチーム編成を明示し、組織的に事業計画の目標達成に向けた業務と責任体制を明確に
しています。事業計画は具体的な成果を設定し達成状況の評価を行える内容です。

<コメント>

　職務分掌表を整備し個々の職員が自身の役割を果たすことで、組織的に事業計画を推進する
体制が整っています。ユニットリーダーを配置しユニットごとの運営状況を確認し、運営会議で情
報共有を図り事業計画の達成度を評価しています。「年度総括」「次年度方針」を取りまとめ職員
間の情報共有を図り、職員の意見を取り入れ次年度の事業計画を策定しています。年度初めに
全職員を対象に事業計画説明会を開催しています。説明会は職員の勤務条件に配慮し、5回程
度実施して全職員への周知徹底を図っています。

　事業計画は、利用者等に周知され、理解を促してい
る。

<コメント>

　利用契約時に事業計画に明記した施設の運営方針や支援内容、地域移行に向けた取り組み
を説明するための動画を作成し、個々の理解に応じた説明で利用者・家族に周知しています。ま
た、日々の生活支援や日中活動支援の場で事業計画に明記した社会生活力プログラムの内容
を利用者に伝えています。総合施設長は毎月発行している施設長通信や広報誌で事業計画の
内容をわかりやすく説明しています。年2回発行の広報誌には、地域移行型の入所施設として、
事業計画で示した運営方針について説明し、周知を図っています。

<コメント>

　法人の中期計画を踏まえ、施設の「地域生活支援型(通過型)入所施設」としての独自性に視点
を置いた施設独自の中・長期計画の策定に取り組んでいます。施設の中・長期計画は、川崎市
の次期ノーマライゼーションプラン(障害福祉計画)に基づいて施設機能の発展、人材育成と専門
性の向上及び近隣地域の一部としての施設機能と交流を推進する内容です。川崎市の次期ノー
マライゼーションプランに沿った地域生活支援型の入所施設として、中・長期計画の策定とその
実現に向けた年度計画の早期実現が期待されます。

　中・長期計画を踏まえた単年度の計画が策定されて
いる。

Ⅰ-３-（２）　事業計画が適切に策定されている。

　事業計画の策定と実施状況の把握や評価・見直しが
組織的に行われ、職員が理解している。

Ⅰ-３-（１）　中・長期的なビジョンと計画が明確にされている。

　中・長期的なビジョンを明確にした計画が策定されて
いる。
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Ⅰ-４　福祉サービスの質の向上への組織的・計画的な取組

第三者評価結果

【8】 Ⅰ－４－(１)－①
a

【9】 Ⅰ－４－(１)－②
a

評価対象Ⅱ　組織の運営管理

Ⅱ-１　管理者の責任とリーダーシップ

第三者評価結果

【10】 Ⅱ－1－(１)－①
a

【11】 Ⅱ－1－(１)－②
a

　遵守すべき法令等を正しく理解するための取組を行っ
ている。

<コメント>

　川崎市の指定管理施設として行政との連携のもとに事業を運営し、取引事業者の定期的な見
直し等、適正な関係を保っています。総合施設長は川崎市障害施設事業協会等の施設長会に
出席して、情報収集の機会を作っています。「法令順守に係る業務管理体制整備規程」を策定
し、法令や条例等の遵守事項を職員に周知しています。特に職員の労働安全、衛生環境の整備
については、定期的な職員衛生委員会でのストレスチェックや産業医との連携による労働衛生
管理の実施に加え、衛生管理者資格保有者を複数名配置しての毎月の衛生巡視チェックなど、
強化しています。

　内部自主点検や利用者満足度調査、指定管理施設評価などの評価結果に基づき、サービス
改善の課題を整理しています。リスクマネジメント委員会や権利擁護委員会など、各種委員会組
織及び分掌業務に反映させることにより、組織的・計画的にサービス改善の向上に努めていま
す。また、年度ごとの組織目標を設定しています。２０２０年度の組織目標に、利用者満足度を高
めるための取り組み、職務分掌及び各種委員会に関する取り組みの充実・促進を推進すること
を掲げて全職員に周知しています。

Ⅱ-１-（１）　管理者の責任が明確にされている。

　管理者は、自らの役割と責任を職員に対して表明し理
解を図っている。

<コメント>

　年度初めの事業計画説明会で方針や取り組み、職務分掌表による各職務内容を明確に示し
ています。職務分掌表は各職務の担当者も職員全体で共有できる表であり、管理者の役割や責
任も明示されています。月１回の運営会議等の中でも、内容の理解や周知を図っています。毎月
の施設長通信や年２回発行の広報誌の中でも職員の理解につなげています。朝夕のミーティン
グでは各ユニットからの報告に対し、その役割と責任に基づく意見を発信しています。管理者不
在時の権限委任等については、災害時のＢＣＰを作成し、その中で明確に示しています。

Ⅰ-４-（１）　質の向上に向けた取組が組織的・計画的に行われている。

　福祉サービスの質の向上に向けた取組が組織的に行
われ、機能している。

<コメント>

　所定の評価項目を用いて全職員を対象にした内部自主点検を実施しています。自主点検で得
られた職員の意見等を課題とし、改善に向けた取り組みを実施しています。内部自主点検で挙
げられた「事故防止への取り組みの必要性」という意見を基にして、リスクマネジメント委員会を
中心に「ヒヤリハット事例集」を作成し、課題改善に向けた取り組みを推進しています。また、職
務分掌に利用者満足度調査担当を明記して利用者・家族それぞれに調査票を配付し、利用者・
家族の意見や要望をサービスの質の向上に生かす取り組みを推進しています。

　評価結果にもとづき組織として取り組むべき課題を明
確にし、計画的な改善策を実施している。

<コメント>
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【12】 Ⅱ－1－(２)－①
a

【13】 Ⅱ－1－(２)－②
a

Ⅱ-２　福祉人材の確保・育成

第三者評価結果

【14】 Ⅱ－２－(１)－①
a

【15】 Ⅱ－２－(１)－②
a

　必要な福祉人材の確保・定着等に関する具体的な計
画が確立し、取組が実施されている。

<コメント>

　法人本部と連携し、必要な人員確保が実現できるよう努めています。新任職員や異動職員に
一週間研修を行い、施設の基本姿勢や業務内容を職員が講師となり研修することで、向上心を
持って業務に取り組めるようにしています。人材育成計画では利用者支援の視点だけでなく各職
員の専門的知識との連動性が欠かせないとし、職種・立場・経験にあった組織的な育成に努め
ています。積極的な研修受講と施設長補佐やユニットリーダーを中心にしたOJT、ユニットに２名
のサブリーダーを配置した次世代育成に取り組んでいます。

　総合的な人事管理が行われている。

<コメント>

　法人の人材育成方針に「期待する職員像」を明示し、事業計画の重点項目では職員一人ひと
りが主体的な目標・向上心を持って取り組めるよう目標達成に向けた取り組み掲げています。役
付登用の自己推薦の仕組みや、同一事業所で３年を経過した職員の意向調査、非常勤から正
規職員への登用の機会などの管理職面談で職員の意思を確認しています。個別の管理職面談
で職員の個別課題に応じた指導、育成を行っています。ユニットリーダーをスーパーバイザーとし
職員が気軽に目標達成の取り組み等相談できるスーパービジョン体制を整備しています。

　朝夕のミーティングや運営会議等での報告、支援会議、評価会議、各委員会からの報告等か
ら、サービス課題や改善点について総合施設長と施設長とで日常的に施設運営の方向性につ
いて話し合い、共同で運営する法人との調整を図っています。内部自主点検や各種委員会、職
員個人目標の取り組みなどを通して、職員の意見を事業に反映させる組織体系を構築していま
す。利用者の生活水準は地域での生活と同様にしたいという視点から、標準支援マニュアルを
作成し、利用者の意思決定による自立支援に日ごろより取り組んでいます。

　経営の改善や業務の実行性を高める取組に指導力を
発揮している。

<コメント>

　全職員との管理職面談を通して各職員の関心や意向なども把握し、人員配置や働きやすい職
場環境に取り組んでいます。施設長補佐とサービス管理責任者を業務の促進者とし、支援につ
いては日中活動と短期入所、生活支援（６グループ）の各ユニットリーダーが中核的な役割を
担っています。ユニットごとのシフト調整など労務管理や支援内容等の運営状況をリーダー会議
で共有し、運営会議で全体化して現場職員の意向を業務の改善や実効に反映しています。朝夕
のミーティングでの報告時に、管理者からの発信で方向性を示しています。

Ⅱ-２-（１）　福祉人材の確保・育成計画、人事管理の体制が整備されている。　

Ⅱ-１-（２）　管理者のリーダーシップが発揮されている。

　福祉サービスの質の向上に意欲をもち、その取組に
指導力を発揮している。

<コメント>
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【16】 Ⅱ－２－(２)－①
b

【17】 Ⅱ－２－(３)－①
a

【18】 Ⅱ－２－(３)－②
a

<コメント>

【19】 Ⅱ－２－(３)－③
a

　法人の職員人材育成計画に基づき、社会人としての基礎、組織人としての行動力、専門的な
知識・技術・経験を蓄え、支援の想像力を養い質の高いサービスに結びつく職員の育成を目ざし
ています。今年度事業計画の組織目標において、個人の目標設定や目標達成に向けた取り組
み、利用者支援を通じたOJTを活用したスキルアップ、研修受講内容の実践展開などを掲げ、取
り組んでいます。法人が主催する年次研修への参加や当事業所への新規入職者などを対象とし
た「一週間研修」、外部研修受講の実践報告などを積極的に行い、人材育成に努めています。

<コメント>

　職員は個人目標シートを作成し、主体的な目標意識を明確にしています。個別に上司との対話
の機会を設け、向上心と意欲を持ってスキルアップを図れるようにしています。各ユニットでリー
ダーが主体となりOJTを進めています。年度末に目標シートの達成状況を評価し、施設長補佐・
サービス管理責任者も情報を共有しサポートします。目標達成に向けた研修等を勧め単年度で
達成感を得られるようにしています。管理者は、内部自主点検（自己チェック）の仕組みを整備
し、職員が自身のスキルと能力を見極めることができるように支援しています。

　職員の教育・研修に関する基本方針や計画が策定さ
れ、教育・研修が実施されている。

　職員一人ひとりの教育・研修の機会が確保されてい
る。

<コメント>

　職員の資格や経験等を踏まえ、強度行動障害支援者養成研修やサービス管理責任者研修な
どを受講し、専門的な知識や技術の習得を目的に取り組んでいます。また、法人が主催する年
次別研修を該当職員が受講しています。桜の風の職員として基本的な知識と技術を身につける
ために新入職員、異動職員は一週間研修を受講し、各ユニットに配属後はユニットリーダーが指
導責任者として日常的にOJTを進めています。個別支援会議に多くの職員が参加して活発な意
見交換や質疑応答を通じて、また、実践報告の機会を設け職員の発表を通してより理解を深め
るようにしています。

Ⅱ-２-（２）　職員の就業状況に配慮がなされている。

　職員の就業状況や意向を把握し、働きやすい職場づく
りに取り組んでいる。

<コメント>

　職員は管理職との年２回の個別面談を通して勤務に関する意向を伝えています。各ユニットで
個別の事情に配慮してシフト表を作成し、年5日以上の有給休暇取得に取り組んでいます。利用
者の臨時通院や委員会活動以外に支援が必要な場合は残業が一定の範囲に収まるようにして
います。職員の定期的な健康診断を実施しメンタルヘルス推進担当者を配置し健康に配慮して
います。職員衛生委員会で産業医と連携し職場環境点検を行っています。コロナ禍の職員のスト
レスに配慮して、有給休暇の取得を促進し、作業負荷バランスに配慮し休憩室を確保するなどの
対応が期待されます。

Ⅱ-２-（３）　職員の質の向上に向けた体制が確立されている。

　職員一人ひとりの育成に向けた取組を行っている。
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【20】 Ⅱ－２－(４)－①
b

Ⅱ-３　運営の透明性の確保

第三者評価結果

【21】 Ⅱ－３－(１)－①
a

【22】 Ⅱ－３－(１)－②
a

　運営の透明性を確保するための情報公開が行われて
いる。

<コメント>

　法人のホームページには、基本方針や事業報告、資金収支予算書、施設ごとの第三者評価受
審結果等を開示しています。また、四半期ごとに指定管理者として施設の運営状況を川崎市に
報告しており、評価結果を川崎市がホームページに掲載しています。パンフレットや施設案内
に、「桜の風」が地域生活を支援する施設であることを明示し、利用者支援の基本的な考え方を
示しています。また、年2回400部ほど広報誌を発行して関係者に配布し、事業所の存在意義や
役割及び利用者支援内容を利用者・家族、地域の各関係機関に伝えています。

　公正かつ透明性の高い適正な経営・運営のための取
組が行われている。

<コメント>

　法人としての会計監査人を設置し、毎年定期的に会計監査を実施しています。年度ごとの収支
状況はホームページに開示しています。また、指定管理者としての行政評価を毎年実施するほ
か、2年ごとに行政の指導監査を受審、3年ごとに法人の内部監査を実施し、利用実績や収支実
績、サービス向上の取り組みなどをホームページに公表しています。物品の購入等に関する取
引については決裁のルールを明確にし、職務分掌で責任体制を明記して、法人本部事務局との
ダブルチェックの仕組みを整備しています。

Ⅱ-２-（４）　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育成が適切に行われている。

　実習生等の福祉サービスに関わる専門職の研修・育
成について体制を整備し、積極的な取組をしている。

<コメント>

　川崎市の福祉職の現場実習のほか、専門学校保育実習や教員免許の介護体験実習生の受
け入れを行っています。例年は２０名以上ですが、今年度コロナ禍において４名の実習を行いま
した。実習受け入れ担当を配置し、実習のプログラムについては各ユニットリーダーなど実習指
導に当たる職員と共有しながら取り組んでいます。実習担当者と実習生で日々振り返りの時間を
確保し、学校からの巡回指導には実習時の様子などを伝えています。実習に対する基本姿勢を
文書化し、福祉専門職の育成や実習指導者への研修体系を整え、受け入れ体制の強化を期待
します。

Ⅱ-３-（１）　運営の透明性を確保するための取組が行われている。
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Ⅱ-４　地域との交流、地域貢献

第三者評価結果

【23】 Ⅱ－４－(１)－①
a

【24】 Ⅱ－４－(１)－②
b

【25】 Ⅱ－４－(２)－①
a

【26】 Ⅱ－４－(３)－①
a

Ⅱ-４-（３）　地域の福祉向上のための取組を行っている。

　地域の福祉ニーズ等を把握するための取組が行われ
ている。

<コメント>

　「桜の風」の地域生活支援型施設としての実績が評価され、川崎市より「地域移行プロジェクト」
への参加を依頼され、行政機関と連携し利用者の地域移行を推進しています。また、地域移行
に興味を持つ県内外の施設見学者の受け入れを行っています。川崎市社会福祉協議会や川崎
市障害者施設事業協会などと定期的に連絡会を開催し、地域の福祉ニーズの把握に努めてい
ます。地域生活の継続が困難になっている場合に、空床状況に応じて地域のケースを対象にし
たミドルステイの制度を設けるなど、地域ニーズに応じた施設運営を推進しています。

<コメント>

　地域移行を前提とした入所施設ということもあり、利用者が積極的に地域に出かけて地域の人
たちとの交流を図ることに力点を置いています。利用者自らが地域の清掃などでボランティアとし
て活動できることを支援しています。そのため地域のボランティアを施設に受け入れる活動には
力を入れていないのが実情です。利用者は、「市民健康の森」等の地域のボランティア団体に参
加し、神庭緑地の草刈り、草花の苗の植え付け、栗拾い等の里山の維持活動を行い、また、井
田山緑地や平台緑地清掃ボランティアに参加し活動しています。

Ⅱ-４-（２）　　関係機関との連携が確保されている。

　福祉施設・事業所として必要な社会資源を明確にし、
関係機関等との連携が適切に行われている。

<コメント>

　地域の関係機関と連携し、利用者の地域移行に向けた支援体制の整備に努めています。川崎
市社会福祉協議会主催の「地域生活支援SOSかわさき事業」に参加し、生活課題に取り組む社
会資源の地域ネットワークの構築に努めています。また、川崎市自立支援協議会の新たな地域
移行部会の令和3年度創設に向けた準備活動に参加し、地域移行に伴う環境整備対策を検討し
ています。川崎市障害福祉施設事業協会に参加し、入所施設分科会活動を推進し災害時の防
災や避難対策について情報交換を図っています。「井田地域福祉関係施設防災対策に関する協
定書」を締結し、災害発生時の二次避難場所等を提供しています。

Ⅱ-４-（１）　地域との関係が適切に確保されている。

　利用者と地域との交流を広げるための取組を行って
いる。

<コメント>

　竹の子掘りや夏の花火会などの季節行事や近隣地域で開催される各種行事に利用者が参加
して、社会参加・地域交流の機会を活用し利用者と地域の交流を広げる取り組みを推進していま
す。地域移行後の生活を見据え、近隣のスーパー、ドラッグストアなど、また、地域の歯医者や
理・美容院など利用者が行きつけの社会資源・地域資源を積極的に活用できるように支援してい
ます。コンビニエンスストアなど身近な店には職員が利用者に同行し、店員が障害のある利用者
に好意的に対応してくれる関係づくりを支援しています。

　ボランティア等の受入れに対する基本姿勢を明確にし
体制を確立している。
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【27】 Ⅱ－４－(３)－②
a

評価対象Ⅲ　適切な福祉サービスの実施

Ⅲ-１　利用者本位の福祉サービス

第三者評価結果

【28】 Ⅲ－１－(１)－①
a

【29】 Ⅲ－１－(１)－②
a

【30】 Ⅲ－１－(２)－①
a

　施設リーフレットには地域生活への移行を目ざす通過型の入所施設であることを明記し、写真
を使って日々の暮らしや余暇、社会生活プログラム、日中活動、短期入所について紹介していま
す。見学は積極的に受け入れ、「施設の概要」や「施設の紹介映像」を使って説明し、施設内の
見学時間を設けています。「施設の紹介映像」は職員が手作りで利用者の声も載せています。利
用者がイメージをつかみやすいことに視点を置いて作成し、高齢になった家族や関係者等にも
わかりやすいと好評で、地域生活支援型入所施設の理解につながっています。

　利用者のプライバシー保護に配慮した福祉サービス
提供が行われている。

<コメント>

　川崎市の個人情報保護条例及び法人のプライバシーポリシーにのっとり、利用者のプライバ
シー保護に努めています。利用者は完全個室で個人の趣向に合わせてソファーやマットを設置
するなど環境面に配慮しています。入浴、排泄等同性介助を前提に利用者のプライバシーに配
慮した支援を利用者支援標準マニュアルに明記し実施しています。障害特性によりドアや戸棚の
戸を開けておく必要がある場合にパーテーションを活用するなど工夫しています。利用者・家族
にもプライバシーについて毎年の契約更新時に説明し理解を得ています。

Ⅲ-１-（２）　福祉サービスの提供に関する説明と同意（自己決定）が適切に行われている。

　利用希望者に対して福祉サービス選択に必要な情報
を積極的に提供している。

<コメント>

　空床状況に応じて一時的・集中的に利用者の入所を支援するミドルステイの制度を設けるな
ど、地域ニーズに応じた施設運営を推進しています。川崎市社会福祉協議会主催の「地域生活
支援SOSかわさき事業」に参加し、福祉課題・生活課題に取り組む社会資源の地域ネットワーク
の構築に努めています。また、施設のグループ活動としてのクリーン作業の一環として利用者
は、「市民健康の森」等の地域のボランティア団体に参加し、神庭緑地の草刈り、草花の苗の植
え付け、栗拾い等の里山の維持活動を行い、井田山緑地、平台緑地清掃ボランティアに参加し
ています。

Ⅲ-１-（１）　利用者を尊重する姿勢が明示されている。

　利用者を尊重した福祉サービス提供について共通の
理解をもつための取組を行っている。

<コメント>

　事業計画説明会や新任職員研修で権利擁護に関するカリキュラムを設け、利用者主体・意思
の尊重の基本方針を周知しています。毎月管理職や各ユニット委員で構成する権利擁護委員会
で、利用者の権利と支援の質について考える場を設けています。「普段使っている言葉遣いに関
するアンケート」「意思決定支援に関するアンケート」を実施し、「利用者支援標準マニュアル別紙
(用語事例集)」を作成し、日々の支援の基本にしています。また、権利擁護に関するスローガンを
掲げ３か月ごとに見直しを行い、職員の人権意識の向上に努めています。

　地域の福祉ニーズ等にもとづく公益的な事業・活動が
行われている。

<コメント>
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【31】 Ⅲ－１－(２)－②
a

【32】 Ⅲ－１－(２)－③
a

【33】 Ⅲ－１－(３)－①
a

【34】 Ⅲ－１－(４)－①
a

【35】 Ⅲ－１－(４)－②
a

　苦情解決の仕組みが確立しており、周知・機能してい
る。

<コメント>

　苦情解決対応マニュアルを整備し、苦情解決責任者、苦情受付窓口、第三者委員を明示して
苦情対応の流れをフローで説明しています。苦情対応に関する相談窓口を明示したポスターを
掲示しています。重要事項説明書には、事業所以外の苦情対応の連絡先も明示し利用者・家族
に周知しています。年3回第三者委員が施設を訪問し利用者の苦情・要望の把握に努めていま
す。利用者・家族等の苦情の内容を月次報告書に記載し、苦情対応第三者委員会に報告してい
ます。利用者の苦情に関する内容は「こういう声があった」という事例として開示されています。

　利用者が相談や意見を述べやすい環境を整備し、利
用者等に周知している。

<コメント>

　入所契約時に苦情や意見の申出の方法について説明しています。また、重要事項説明書に職
員以外の相談窓口があることを明記し、利用者がいつでも職員に相談できることを利用者・家族
に説明しています。年3回第三者委員が施設を訪問し、直接利用者と面談して利用者の意見や
要望、苦情等の把握に努めています。利用者ごとに正副2名の担当職員を配置し、職員は相談
ノートを用いて利用者に耳を傾ける姿勢を大切にしています。利用者が気軽に相談できる雰囲
気づくりに努めています。

　サービスが終了した後も一定期間アフターケアを行い、本人をバックアップする仕組みを整備し
ています。サービス利用契約は１年契約で、サービス利用継続の意向を確認して更新していま
す。地域移行にあたってはていねいに見学を重ね体験を繰り返し、本人と事業所の合意を踏ま
えて関係機関との綿密な連携のもとに進めています。退所後の本人の地域での生活状況を伝
え、関係機関で共有します。地域移行担当者を配置し、スムーズな移行やカンファレンスへの参
加、支援方法の共有等移行後も利用者・家族が困ることがないように支援しています。

Ⅲ-１-（３）　　利用者満足の向上に努めている。

　利用者満足の向上を目的とする仕組みを整備し、取
組を行っている。

<コメント>

　利用者満足度調査担当職員を配置し家族懇談会を年1回開催し、利用者・家族にそれぞれに
調査票を配付しサービスへの感想、満足度の把握に努めています。食事アンケートは利用者に
年1回行っています。「利用者の気持ちアンケート」調査では透明性を考慮し他のユニット職員が
聞き取りを行っています。苦情受付窓口を事前に利用者・家族に周知し、意見のある利用者・家
族については個別に説明しています。アンケート調査で聞き取った内容については、記録を権利
擁護委員会で確認し、次年度の事業運営に反映するようにしています。

Ⅲ-１-（４）　利用者が意見等を述べやすい体制が確保されている。

　福祉サービスの開始・変更にあたり利用者等にわかり
やすく説明している。

<コメント>

　サービスの利用に際して、居室等の見学を行うとともに施設の方針等を事前に説明する機会を
設定しています。そのうえで、利用者・ご家族に利用の可否を伺い同意を得て、利用を開始する
ようにしています。利用者本人の同意を得るにあたって、「施設の紹介映像」を使用しわかりやす
く説明し、よく理解したうえで同意してもらうようにしています。サービス内容の変更時は、変更内
容を写真等を使って本人用にわかりやすい説明書を作成し、また、重要事項説明書等や個別支
援計画など書面による説明を行い同意を得るようにしています。

　福祉施設・事業所の変更や家庭への移行等にあたり
福祉サービスの継続性に配慮した対応を行っている。

<コメント>
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【36】 Ⅲ－１－(４)－③
a

【37】 Ⅲ－１－(５)－①
a

【38】 Ⅲ－１－(５)－②
a

【39】 Ⅲ－１－(５)－③
a

　年9回の防災訓練のほか、救命講習会など年2回の防災学習を実施しています。訓練は火災
発生時の日中初動体制訓練など目標を設定し、利用者全員が参加して実施しています。消防署
と連携して「夜間想定火災避難訓練」を実施し、歩行ができない利用者を運び出すロールプレイ
を行うなど臨場感のある訓練を実施しています。大規模災害を想定して、職員への一斉メール通
信訓練を実施しています。また、事業継続計画書（BCP）を整備し、自然災害及び感染症等危機
対応時の事業継続に備えています。３日分の食料・飲料水等を備蓄し、災害発生に備えていま
す。

　リスクマネジメント委員会を設置しています。施設長補佐が中心となり月一回リスクマネジメント
委員会を開催し、防災計画や防災訓練、事故防止、ヒヤリハット、安全環境整備等にかかわる業
務を推進しています。毎月防災訓練、危機対応訓練を実施するほか、危機対応マニュアルを整
備して非常時はマニュアルに沿って行動できるようにしています。ヒヤリハット・事故報告をその
つど作成し、全体ミーティングで職員間の情報共有を図り事故防止と再発防止に努めています。
ヒヤリハット事例集を作成し、リスク管理につなげる仕組みを整備中です。

　感染症の予防や発生時における利用者の安全確保
のための体制を整備し、取組を行っている。

<コメント>

 「感染症対応マニュアル」「感染症予防対策危機管理レベル」「新型コロナウイルス予防のため
のチェックリスト」を整備し、感染症の予防と罹患したときの蔓延防止に努めています。感染症の
予防については標準的予防措置策(スタンダードプリコーション)に基づき、手洗いやうがい、定期
的消毒などの徹底を図っています。また、加湿器が感染源にならないように適切な湿度管理を
図っています。新型コロナウイルス感染症対策としては桜の風危機管理レベルを７段階に設定し
て、状況に応じて発令し、全職員に利用者のコロナ禍対策の注意を喚起して周知徹底を図って
います。

　災害時における利用者の安全確保のための取組を組
織的に行っている。

<コメント>

　利用者からの相談や意見に対して、組織的かつ迅速
に対応している。

<コメント>

　玄関に苦情箱を設置して、いつでも利用者・家族からの苦情の申し出を受け付けています。家
族からは、部屋の掃除や歯ブラシの管理などに関する職員の支援についての要望がありまし
た。利用者ごとに２名の担当職員を配置し、利用者が気軽に相談できる関係性の維持に努めて
います。利用者・家族の苦情や相談事、意見を苦情解決月次報告書に記録し、毎月第三者委員
会に報告しています。また、利用者・家族との日常的なコミュニケーションの充実を図り、施設で
の生活の様子をまとめた「暮らしの様子ご報告」を用いてコミュニケーションの円滑化を図ってい
ます。

Ⅲ-１-（５）　安心・安全な福祉サービスの提供のための組織的な取組が行われている。

　安心・安全な福祉サービスの提供を目的とするリスク
マネジメント体制が構築されている。

<コメント>
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Ⅲ-２　福祉サービスの質の確保

第三者評価結果

【40】 Ⅲ－２－(１)－①
a

【41】 Ⅲ－２－(１)－②
a

【42】 Ⅲ－２－(２)－①
a

【43】 Ⅲ－２－(２)－②
a

　個別支援計画の見直しに合わせて年一回アセスメントを実施しています。アセスメントの結果を
所定のアセスメントシートに記録し、利用者支援ニーズを明確にしています。自閉症の障害特性
に特に配慮し、「自閉スペクトラム症特性アセスメントシート」等を用いて利用者支援課題を明確
にして個別支援計画に反映しています。誕生月に個別支援会議を開催し、看護師・栄養士等の
専門職も参加して情報共有を図っています。一人ひとりの日常の生活支援に加え、地域移行の
視点での「社会生活力」を重視した個別支援計画を策定しています。

　定期的に個別支援計画の評価・見直しを行っている。

<コメント>

　毎年誕生日に合わせて個別支援計画を策定しています。個別支援計画は、利用者の意向・希
望及び支援ニーズと支援方針を明記し、支援目標ごとに支援内容や支援期間等を明示していま
す。また、半期ごとのモニタリングで、個別支援計画の目標に沿って取り組みの内容と現状を評
価し、「支援見直しのための記録表(モニタリング)」を作成し課題を明確にしています。アセスメン
トやモニタリングの結果等を個別支援計画の見直しに反映しています。個別支援計画及びモニタ
リングの結果を利用者・家族に説明し同意のサインをもらっています。

　標準的な実施方法について見直しをする仕組みが確
立している。

<コメント>

　利用者支援標準マニュアルを作成し、毎年見直しを実施しています。「施設の普通」が一般的
な生活水準を保障したものであるかの視点で見直しを行い、入所施設特定の生活様式の強要に
なっていないかを点検しています。職員が支援の現場で感じることについて話し合い、必要に応
じて追加項目を作成しています。ケアマネジメント推進の標準化を推進し、従来の個別支援計画
の年度末の一斉見直しの方式を、利用者の誕生月見直しのサイクル方式に変更し、プロセス管
理の仕組みを変更することで業務の平準化を図っています。

Ⅲ-２-（２）　適切なアセスメントにより福祉サービス実施計画が策定されている。

　アセスメントにもとづく個別的な個別支援計画を適切
に策定している。

<コメント>

Ⅲ-２-（１）　提供する福祉サービスの標準的な実施方法が確立している。

　提供する福祉サービスについて標準的な実施方法が
文書化され福祉サービスが提供されている。

<コメント>

　利用者支援標準マニュアルを整備し、全職員に配付して利用者の意思の確認・尊重に視点を
置いた支援の標準化を図っています。支援現場で言葉を適切に使うための用語集を利用者支援
標準マニュアル別紙として作成しています。また、利用者の障害特性に配慮し「障害特性アセス
メント」を実施し、「支援計画シート(支援手順書)」作成して支援の統一性を図っています。また、
記録管理システムの電子化を推進し、アセスメントシート、個別支援計画、モニタリング記録、
ケース記録等利用者支援のケアマネジメントの標準化を図っています。
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【44】 Ⅲ－２－(３)－①
a

【45】 Ⅲ－２－(３)－②
a

<コメント>

　記録システムを活用し、アセスメントや個別支援計画、ケース記録等の個々の利用者支援情報
をパソコンで入力しています。各種会議録や委員会議事録、ユニット日誌、看護記録、栄養士記
録等もパソコンで入力し、職員間の情報共有を図っています。日誌や会議録等は年度ごとにファ
イリングし保管しています。また、日々の職員の支援が個別支援計画の目標に沿った支援であ
ることをパソコンに入力したデータで検索し、確認する仕組みを整備しています。

　利用者に関する記録の管理体制が確立している。

<コメント>

　事務分掌に文書管理担当者を設置し、法人としての文書管理規定の順守に努めています。個
人情報保護規定を整備し、個人情報の目的以外使用の禁止や個人情報の漏洩防止を図ってい
ます。施設に入職後、一週間研修のカリキュラムに個人情報の保護に関することを設定して、個
人情報の取り扱いについて周知し注意を喚起しています。パソコンは、職員一人ひとりのパス
ワードと閲覧権限を設定し、情報の漏洩防止を図っています。パソコンデーターの廃棄について
は法人全体としてのセキュリティ規定に基づき実施しています。

Ⅲ-２-（３）　福祉サービス実施の記録が適切に行われている。

　利用者に関する福祉サービス実施状況の記録が適切
に行われ、職員間で共有化されている。
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